
                               

○安全                
 

政策目標５ 

安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 

 

施策目標１９ 

船舶交通の安全と海上の治安を確保する 

すべての人々が安心して海を利用し様々な恩恵を享受できるよう船舶交通

の安全と海上の治安を確保する。 

 

業績指標 

１１４ 薬物・銃器密輸事犯の摘発件数 

１１５ 海上及び海上からのテロ活動による被害の発生件数 

１１６ 海難及び船舶からの海中転落による死者・行方不明者数 

１１７ ふくそう海域における航路を閉塞するような大規模海難の発生数 
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【評価結果の概要】 

 

（必要性） 

  薬物の低年齢層への蔓延、銃器を用いた暴力団抗争に民間人が巻き込まれるといった

社会問題は依然として後を絶たず、わが国の治安を脅かす最大要因ともなっている。 

これらが我が国に流入する経路としては、空路か海路しかなく、海上保安庁としては

海路からの流入を未然に防止する水際での摘発強化を図る必要がある。 

  また、アメリカ 9.11 テロ以降、世界的に対テロ対策が叫ばれる中、わが国臨海部には

原子力発電施設や石油備蓄基地等が多数存在し、これら施設に対するテロ行為は我が国

の治安維持に多大な影響を与えることから、海上警備の強化や外国船舶への立入検査等

を強化し、テロの未然防止措置による平静（平常）状態を維持していく必要がある。 

  一方で、我が国の社会経済活動を支えるエネルギー資源、生活関連物資の殆どは海上

物流に依存しているため、船舶が円滑かつ安全に航行できるよう、時々刻々変化する航

路航行に関する IT 技術を駆使した情報の迅速な提供、悪化した気象・海象下においても

良好な視認性、耐久性を有する航路標識の整備等を進めていく必要がある。 

  また、海洋を生活の糧とする漁船における海中転落事故が、昨年においては全死者・

行方不明者数の約６割を占めて（次いで、プレジャーボート、一般船舶）おり、人命財

産の保護を図る観点から、海難防止思想の普及、万が一の事故の際にも延命率を高く保

つこととなるライフジャケットの着用推進、救助体制・救急体制の強化等を図っていく

必要がある。 

 

（有効性） 

業績指標のうち、特に治安的側面の施策である国内におけるテロ行為の未然防止に関

して、目標値である海上及び海上からのテロ活動による被害の発生件数０件を維持して

おり、巡視船艇等を活用した警備実施、関連情報の入手、関係行政機関との連携等が有

効に機能していると考えられ、また、薬物・銃器の摘発件数もわが国全体の国外からの

流入量は不明であるものの、平成 17 年からは平均摘発実績が概ね増加傾向にあり、監視

取締り体制（平成 21 年は約 4100 件の立入検査を実施）や情報収集体制、関係機関との

連携等がわが国への薬物・銃器の流入量の減少に効果を上げているといえることから、

目標に対して有効に施策を実施できたと評価できる。 

 なお、平成 21 年度実績値において、目標達成に向けて順調に推移していない「海難及

び船舶からの海中転落における死者・行方不明者数」等の業績指標に関しては、ライフ

ジャケット着用推進に向けた啓発活動や通航船舶への確実な情報提供等の施策を日々着

実に実施しており、この結果、死者・行方不明者等の増加を抑止していることから、こ

れら施策については一定の有効性が認められる。 

 

（効率性） 

  業績指標に掲げるいずれの施策も、事件・事故の未然防止や一旦発生してしまった事

件・事故の即応体制という両面からの安全施策となっている。 

298



また、これらの施策は、巡視船艇・航空機による警備、監視、航行安全指導、職員（海

上保安官）による情報収集、指導、関係機関（行政機関、民間団体）との連携強化とい

った業務を多数兼務するという費用を抑えた体制の中で進めており、個々の施策に効率

的に保有勢力を投入している観点から、各施策は効率的であると評価できる。 

 

（総合的評価） 

薬物・銃器事犯の摘発やテロ活動未然防止に係る２指標については、目標達成に向けて

概ね順調に推移しているが、犯罪組織の複雑化、広域化、手口の巧妙化は今後も進むこと

が予想されることから、各指標における事務事業を一層強力に推進していくことが必要で

ある。 

また、目標達成に向けて順調に推移していない海難及び航行安全に係る２指標について

は、自然発生要因に影響されるという側面はあるものの、海域利用者個々の意識の啓発、

必要な情報提供、海難発生時の即応体制確保といったソフト、ハード両面からの施策を着

実に実施することが重要であり、今後も、その手法については不断の見直しを進めていく

ことが必要である。 

 

（反映の方向性） 

 各業績指標の平成２１年度実績値において、目標達成に向けて順調に推移していない「海

難及び船舶からの海中転落における死者・行方不明者数」を減少させるためには、自然発

生要因（台風等の気象・海象）が影響するものの、救助・救急体制の充実（海難情報の早

期入手、迅速かつ的確な機動救難体制）及び海域利用者個々の意識向上（自己救命策確保、

海難関係情報の当庁への速報）の双方を推進していくことが不可欠であることから、今後

も、船艇・航空機の効率的運用、自治体、海運・漁業関係機関等からの情報収集、連携の

更なる充実・強化を図る。 

また、「ふくそう海域を閉塞するような大規模海難の発生ゼロ」を再び達成するためにも、

平成 21 年に改正された海上交通安全法及び港則法により業務が拡大、高度化された海上交

通センター等のソフト、ハード両面の体制強化を進め、船舶への効率的、かつ有効な情報

提供の強化を図る。 
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業績指標１１４ 

薬物・銃器密輸事犯の摘発件数 

 

評 価 

 目標値：２２．０件（平成１８～２２年の平均） 

Ａ－２ 実績値：２０．０件（平成１７～２１年の平均） 

 初期値：１５．６件（平成１３～１７年の平均） 

 

 

（指標の定義） 

当該年を含む過去５年間における薬物・銃器密輸事犯の摘発件数（海上保安庁関与分）の平均値 

（目標設定の考え方・根拠） 

過去１０年間における指標の最高値は平成１１年の２２．２件であり、初期値である平成１７年の指標は１５．６

件である。平成１８年の摘発件数は、過去の指標の最高値とほぼ同数の２２件であったものの、近年の犯罪組織の複

雑化、広域化、犯罪手口の巧妙化等により、薬物・銃器事犯の摘発は今後も益々困難になるものと考えられる。しか

しながら、この種の水際対策は、我が国の治安対策上、極めて重要であることを考慮し、当面の業績指標の目標値を

過去最高値の指標とほぼ同数の２２．０件とする。 

（外部要因） 

なし 

（他の関係主体） 

財務省、警察庁、厚生労働省、法務省 

（重要政策） 

【施政方針】 

なし 

【閣議決定】 

 ・「海洋基本計画」（平成２０年３月１８日） 

・「経済財政改革の基本方針２００９」（平成２１年６月２３日） 

 【閣決（重点）】 

   なし 

【その他】 

 ・「国際組織犯罪等対策に係る今後の取り組み」（平成１５年９月１７日国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部）

・「第三次薬物乱用防止五か年戦略」（平成２０年８月２２日 薬物乱用対策推進会議決定） 

・「犯罪に強い社会の実現のための行動計画２００８」（平成２０年１２月２２日 犯罪対策閣僚会議決定） 

 

 

過去の実績値 （）内は、単年の摘発件数                             （暦年） 

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 

１９．２件 １７．０件 １５．６件 １７．０件 １９．６件 ２０．６件 ２０．０件 

（１７件） (１９件) (９件) (２２件) (３１件) (２２件) （１６件） 

 

薬物銃器密輸事犯の摘発件数（５年平均）
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事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

① 情報収集・分析体制の強化 
管区本部等の情報収集・分析体制の強化を図る。 

② 内外の関係機関との連携強化 
内外の関係機関と情報交換を実施するとともに、合同捜査を実施するなどし、連携の強化を図る。 

③ 監視取締体制の強化 
薬物・銃器密輸事犯に関連する国・地域等からの船舶等に対する監視取締りを実施するとともに、巡視船艇、
航空機の装備の充実を図る。 
予算額：船舶交通安全及海上治安対策費の一部  １０７億円（平成２１年度） 

船舶建造費              ２４４億円（平成２１年度） 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 
平成２１年の実績値（過去５年(平成１７年～平成２１年)の平均値）は２０．０件(前年比０．６件減)となって

いるものの、過去の実績値から平成２２年の目標値は達成できると見込んでいる。目標値（平成１８年以降の５年
間の平均値が２２件）の達成については、平成２２年において１９件の摘発が必要となるが、情報収集･分析体制
の強化等の施策を引き続き強力に推進するほか、過去の実績からも目標の達成は期待できるものであることから、
指標の進捗状況は順調であるといえる。今後も、上記の施策を継続し摘発件数の増加に努める必要がある。 
（事務事業の実施状況） 
① 情報収集・分析体制の強化 
・本庁及び各管区に設置された国際刑事課並びに国際組織犯罪対策基地等による情報収集・分析体制の強化及び

機動的且つ広域的な捜査活動を実施した。 
・新たな警備情報システムの活用、高度化を図った。 
・管内の実態把握、基礎情報の更新及び新規情報収集のための巡回連絡を実施した。 

② 内外の関係機関との連携強化 
・相互訪問、人員派遣等による海外関係機関との協力関係の強化による情報交換ネットワークの強化を図った。
・警察、税関等国内関係取締機関との連携強化を図った。 
（各地方の特性に応じた合同訓練、合同立入検査、合同捜査、定期的情報交換の実施等連携の強化を推進した。）

③ 監視取締体制の強化 
・薬物・銃器密輸事犯が発生するおそれの高い海域における巡視船艇・航空機を利用した厳重な監視・警戒を実

施した。 
・各管区国際刑事課等における組織犯罪情報分析官業務を検証する等情報分析体制を強化した。 
・巡視船艇、航空機の装備の充実及び「空き巡視艇ゼロ」を目指した巡視艇の複数クルー制を拡充した。 
 

代表的な摘発事例 
・高知室戸岬沖中国漁船Ｚ号覚せい剤密輸入事件 
平成２１年２月、高知海上保安部等は、高知県室戸岬沖において、中国漁船から降ろされた小型ボートを使用し
て高知県内の椎名漁港で陸揚げした、中国人船員及び荷受側の中国人と日本人が関与した大量の覚せい剤密輸入
事件を摘発した。押収した覚せい剤は、約１２０キログラム（末端価格約１２０億円）であった。 

・ロシア人による覚せい剤密輸入事件 
平成２１年７月、新潟海上保安部等は、税関と合同で新潟県新潟東港に入港したロシア来船舶を監視中、同船の
ロシア人乗組員１名が下船後、受取人と思われるロシア人と接触したことから両名に対し所持品検査を実施した
ところ、覚せい剤約４．７ｋｇを発見、押収し、両名を覚せい剤取締法違反（共同所持）で現行犯逮捕した。 

課題の特定と今後の取組の方向性 

平成２１年の業績指標の実績値(過去５年間の平均値)は２０．０件であり、目標達成に向け順調な成果を示して
いることから、Ａ－２と評価した。 
我が国における薬物・銃器の密輸事犯の背後には、国際的な犯罪組織が介在しており、手口も船員が薬物・銃器

を居室等の船内又は着衣及び所持品の中に隠匿するなど巧妙化、潜在化し、依然として摘発が困難な状況が続いて
いる中、この結果は、これまで数年にわたって実施してきた薬物・銃器密輸事犯等摘発のための情報収集・分析体
制の強化、警察・税関等をはじめとする国内外関係機関との連携強化、組織犯罪捜査官の増員など監視取締体制の
強化といった各種施策が効果的に機能したことによると分析できる。このため、今後も、上記施策を引き続き強力
に推進していくことにより、薬物・銃器事犯の摘発実績の向上に努める。 

 

平成２２年度以降における新規の取組みと見直し事項 

「巡視船の整備に関する経費」については、行政事業レビュー（公開プロセス）において、「一部改善」ととりま
とめられたところ。 
（平成２２年度） 
 現在の目標設定が平成２２年の結果をもって区切りを迎えることから、新たな目標設定について検討する。 
（平成２３年度以降） 
なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：海上保安庁警備救難部国際刑事課 （課長 久保田 雅晴） 
関係課：海上保安庁警備救難部管理課   （課長 鈴木  洋 ） 
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業績指標１１５ 

海上及び海上からのテロ活動による被害の発生件数 

 

評 価 

 目標値：０件（平成２１年度以降毎年度） 

Ａ－２ 実績値：０件（平成２１年度） 

 初期値：０件（平成１４年度） 

 

 

（指標の定義） 

海上及び海上からのテロ活動による被害の発生件数 

（目標設定の考え方・根拠） 

海上及び海上からのテロ活動による被害の発生件数０を長期的に維持することを目標とする。 

（外部要因） 

内外の治安情勢 

（他の関係主体） 

警察庁、財務省、法務省、防衛省、各地方自治体、海事関係者 

（重要政策） 

【施政方針】 

・ 第１６２回国会 施政方針演説（平成１７年１月２１日） 

・ 第１６４回国会 施政方針演説（平成１８年１月２０日） 

 【閣議決定】 

・ 経済財政改革の基本方針２００９（平成２１年６月２３日） 

 【閣決（重点）】 

   なし 

【その他】 

・テロの未然防止に関する行動計画（平成１６年１２月１０日 国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部決定）

・犯罪に強い社会の実現のための行動計画２００８（平成２０年１２月２２日 犯罪対策閣僚会議決定） 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 

０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

海上及び海上からのテロ活動による被害の発生件数

0

1

2

3
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（件）

 
 

事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

① 不審船・テロ対応体制の強化 

不審船・テロ事案に係る現場対応に関する指示、関係機関との連絡調整・事案対応等を迅速確実に行うための

体制整備等を図る。 

② テロへの警備警戒 

警戒対象施設等（臨海部の米軍施設、原子力発電所、臨海部の国際空港等）に対し巡視船艇・航空機により警
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備を行う。 

予算額：船舶交通安全及海上治安対策費の一部  １０３億円（平成２１年度） 

船舶建造費              ２４４億円（平成２１年度） 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２１年度における海上及び海上からのテロ活動による被害の発生はゼロであった。これは実施した施策が

効果的に機能したものと分析できる。今後も引き続き、いかなる事案にも対応できるように不審船・テロ事案等

に対する体制の強化を図る必要がある。 

（事務事業の実施状況） 

① 不審船・テロ対応体制の強化 
 ・速力、夜間監視性能、捕捉性能等を向上させた巡視船８隻及び巡視艇１０隻並びに夜間監視機能を備えた航空

機２機を整備するとともに、船艇・航空機職員の技術向上、個人装備等の充実整備を図った。 
・東南アジアの海上治安機関の職員を招へいし、海上テロ等に係る情報交換、国際協力の強化を含む海上テロ等
の防止のための効果的な対策について議論し、海上セキュリティの向上を図った。 

・「テロの未然防止に関する行動計画」に基づき、国際船舶・港湾保安法施行規則を改正し（平成１９年２月）、
船舶保安情報の通報項目に乗員・旅客名簿の事前提出を義務化し、本邦の港に入港する船舶に対する規制を実
施した。 

・国際港湾において、各都道府県警察、入国管理局、税関、港湾管理者等とテロ対策のための合同訓練を実施す
るとともに、港湾危機管理（担当）官を中心に港湾保安委員会等の枠組みを活用し、関係機関との情報連絡、
警戒、検査等の強化についての連携の強化を推進した。また、平成２２年度にＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協
力）首脳会議の開催が予定されていることから、平成２１年１１月には、神奈川県において横浜海上保安部を
含む１１機関が参加し、テロを想定した横浜港水際危機管理対応訓練を実施した。 

② テロへの警備警戒 
・警備実施等強化巡視船等の巡視船艇・航空機を配備し、警備実施、警衛・警護を実施した。 
・警戒対象施設等（臨海部の米軍施設、原子力発電所、臨海部の国際空港等）に対する巡視船艇・航空機によ
る警備を実施するとともに、海事関係者に対する不審物・不審者への警戒、不審情報の通報の徹底指導を行
った。 

・ゴールデンウィーク期間、夏期、年末年始といった旅客の往来が活発となる期間を重点に、旅客船・カーフ
ェリーを対象とした警乗及び旅客ターミナルの警戒を行った。 

  ・「国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律（国際船舶・港湾保安法）」に基づき、入港す
る船舶に対する規制を厳格に実施し、平成２１年においては、保安措置（船舶に義務付けられた自己警備）が
的確に講じられているかを調査する必要があると認めた船舶４，１２３隻に対して立入検査を実施し、テロが
発生するおそれの有無について確認を行った。 

・平成２０年７月に施行された「領海等における外国船舶の航行に関する法律」に基づき、我が国領海等におい
て、正当な理由なく停留や徘徊を行う外国船舶の不審な行動を厳格に抑止し、領海の安全確保に努めた。 
なお、平成２１年においては、停留等を行っていた外国船舶２０２隻に対して立入検査を実施し、また、正当
な理由がないと認められた６１隻の船舶に対して領海外への退去を指導した。 

課題の特定と今後の取組の方向性 

平成２１年度の業績指標の実績値は０件であった。この結果は、当庁及び関係機関の施策が効果的に機能してい

るものであり、当庁が実施する巡視船艇・航空機による監視・警戒活動、国際船舶・港湾保安法による入港規制、

公安情報の収集分析、不審船・工作船対策、警乗、旅客ターミナル警戒等の活動による成果が現れているものと分

析し、Ａ－２と評価した。 

海上におけるテロの未然防止に万全を期しているが、依然として全世界的にテロの脅威は存続しており、予断を

許さない状況である。 

このため、「警戒対象施設等の警備」、「港湾危機管理体制の強化」、「不審船対応能力の整備・拡充」、「国際船舶・

港湾保安法に基づく入港規制の厳正な実施」、「領海等における外国船舶の航行に関する法律に基づく領海警備の厳

正な実施」「国際的なテロ対策への積極的な参画」を海上及び海上からのテロ対策の主軸業務とし、これらの業務

を総合的かつ強力に推進していく。 

 

平成２２年度以降における新規の取組みと見直し事項 

「巡視船の整備に関する経費」については、行政事業レビュー（公開プロセス）において、「一部改善」ととりまと
められたところ。 
（平成２２年度） 
なし 

（平成２３年度以降） 
 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：海上保安庁警備救難部警備課（課長 長嶋 貞暁） 

関係課：海上保安庁警備救難部管理課（課長 鈴木  洋 ） 
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業績指標１１６ 

海難及び船舶からの海中転落による死者・行方不明者数 

 

評 価 

 目標値：２２０人（平成２２年） 

Ｂ－１ 実績値：２８２人（平成２１年） 

 初期値：２７６人（平成１７年） 

 

 

（指標の定義） 

衝突・転覆等の海難に伴う死者・行方不明者及び船舶からの海中転落による死者・行方不明者の総数 

（目標設定の考え方・根拠） 

過去のデータを用いて回帰分析を行うと、従来からの施策が継続された場合、平成２２年は、死者・行方不明者数

が２８１人と試算される。さらに、救命胴衣の着用率の向上、海難救助体制の強化によるレスポンスタイムの短縮等

により約６０人低減させることとし、平成２２年までに死者・行方不明者数を２２０人以下とすることを目標とする。

（外部要因） 

小型船舶の隻数の増減、台風に伴う海難及び外国船の海難による死者・行方不明者数の増減 

（他の関係主体） 

なし 

（重要政策） 

【施政方針】 

なし 

【閣議決定】 

なし 

【閣決（重点）】 

 なし 

【その他】 

「第八次交通安全基本計画」（平成 18 年 3 月 14 日 中央交通安全対策会議決定） 

 

過去の実績値 （暦年）

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 

２７６人 ２７４人 ２２５人 ２７４人 ２８２ 
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 平成２１年における海難及び船舶からの海中転落による死者行方不明者内訳 
 

 

２０海里内

２０海里以

内

２０海里内

143

２０海里外

0

60

２０海里外

9

37
２０海里外

33

,

プレジャー

ボート等

60 漁船

176

一般船舶

46

２８２人

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注１） 

事務事業の概要  一般船舶：貨物船、タンカー、旅客船、曳船、台船、作業船等 

 プレジャーボート等：プレジャーボート、遊漁船 主な事務事業の概要 

① 海難情報等の早期入手 
距岸２０海里未満で発生した海難及び船舶からの海中転落について発生から２時間以内に情報入手する割合

を平成２２年までに８０％以上となることを目指すために以下の事業を実施。 
・自己救命策確保（ライフジャケットの常時着用、連絡手段の確保、１１８番の周知・徹底等）の指導・啓発 
・漁業関係者に対する指導 

② ライフジャケットの着用率の向上 
  漁船及びプレジャーボート等（注１）に係るライフジャケットの着用率については、平成２２年までに５０％
以上となることを目指すために以下の事業を実施。 

 ・自己救命策確保（ライフジャケットの常時着用、連絡手段の確保、１１８番の周知・徹底等）の指導・啓発 
 ・ライフジャケット着用推進モデル漁協・マリーナ等の拡充及び地域拠点化の展開 
 ・ライフジャケット着用義務違反に対する指導・取締 
③ 救助・救急体制の充実 
 沿岸海域における迅速かつ的確な人命救助体制の充実・強化を促進するため、巡視艇の複数クルー
制の拡充及び機動救難体制の強化等を図る。 
 
予算額：船舶交通安全及海上治安対策費の一部  １０５億円（平成２１年度） 

船舶建造費              ２４４億円（平成２１年度）  

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

・平成２１年の「海難及び船舶からの海中転落による死者・行方不明者数」の実績値は２８２人であり、目標の２

２０人は達成できなかった。 

・実績値２８２人の内訳を船種別にみると、全体の約６割の１７６人が漁船によるものである。「海難及び船舶か

らの海中転落による死者・行方不明者数」は平成２０年より８人増加しているが、これは３月に発生した外国貨

物船の衝突・沈没事故（１６人行方不明）など、一度に多数の死者・行方不明者を伴う一般船舶の船舶事故によ

るものが増加（１８人増）したことが要因であると考えている。 

・２時間以内の情報入手割合は７３％であり、平成２０年度より下がる結果となった。 

・船舶からの海中転落者のライフジャケット着用率は、プレジャーボート等が６６％で目標を達成しているが、漁

船が３２％、一般船舶が３５％であり、目標を下回っている。なお、船舶からの海中転落者全体のライフジャケ

ット着用率は、４５％となっており、平成２０年度より３％減少した。 
 

（事務事業の実施状況） 

① 海難情報等の早期入手のための事業 

・「ライフジャケットの常時着用」、「携帯電話等連絡手段の確保」、「緊急通報用電話番号『１１８番』の有

効活用」を基本とする自己救命策確保を推進する各種キャンペーン活動、あらゆる広報媒体を活用した周

知・啓発活動を実施した。 

・漁業従事者・プレジャーボート等乗船者に対する安全指導・啓発活動を実施した。 

・漁協・マリーナ・釣具店等関係団体における自主的啓発活動を推進した。 

・ボランティア団体との連携を図った。 

  ・ＧＭＤＳＳ機器（注２）の適正使用の指導・啓発を実施した。 
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② ライフジャケット着用率向上のための事業 

 ・海難情報の早期入手のための事業と同様、あらゆる手法により、自己救命策確保を推進した。 

・ライフジャケット着用推進モデル漁協・マリーナ等を指定した（平成２１年指定３５箇所、ライフジャケ

ット着用推進モデル漁協・マリーナ等は平成２１年末現在、全国６８８箇所となっている）。 

さらに、都道府県漁協女性部連絡協議会等に対する漁業者のライフジャケット着用推進の働きかけを行

い、平成２１年１２月３１日現在、全国２４の都道府県で１５７７人の女性着用推進員が誕生し、漁業者

自らがライフジャケット着用推進を積極的に実施した。 

・プレジャーボート等の乗船者に対する着用義務違反に対する指導・取締りを実施した。 

・１人乗り小型漁船のライフジャケット着用義務範囲拡大を踏まえた着用指導を実施した。 

     

③ 救助・救急体制の充実 

・ヘリコプターの高速性等を利用した人命救助体制の充実強化を図るため、平成２１年度末現在、関西空

港、函館、福岡、美保、鹿児島及び那覇の（海上保安）航空基地の６基地に各８人計４８人の機動救難

士を配置した。平成２２年１０月には、新潟航空基地に計８名の機動救難士を配置予定。 

・速力・捜索監視能力等の向上を図った巡視船艇・航空機の整備を行った。 

・隣接国との合同捜索・救助訓練を実施した。 

・社団法人日本水難救済会、社団法人日本海洋レジャー安全・振興協会等民間海難救助組織との

連携を図った。 

・メディカルコントロール体制（注３）強化のため、海上保安庁メディカルコントロール協議会総会及び小

委員会を開催し、救急救命士の現場における活動要領を作成した。 

・巡視船艇、航空機の装備の充実及び「空き巡視艇ゼロ」を目指した巡視艇の複数クルー制を拡充した。 

 
（注２）：海上における遭難および安全の世界的制度で、ＳＯＬＡＳ条約に基づく人工衛星を利用した海上安全通信システム 

（注３）：救急救命士が実施する救急救命業務の質を医学的観点から保障する体制 

課題の特定と今後の取組の方向性 

・平成２１年の死者・行方不明者は、平成２０年より８人増加しており、目標達成に向け順調に推移しているとは

言えない。本指標は第８次交通安全基本計画の指標にもなっているところ、今後第９次交通安全基本計画（計画

年度平成２３年度～２７年度）の策定にあわせ、関係部署との連携をより強化し、海上交通安全対策の更なる促

進に向けた取組みを検討することから、Ｂ－１とした。 

・海難情報の早期入手について、２時間以内の情報入手割合は、平成２１年においては７３％であり、平成２０年

より下がる結果となった。 

その要因としては、平成２０年には６４%だった漁船の２時間以内の情報入手割合が５９％と低くなったことが

挙げられる。今後この割合を上昇させるには、漁船の２時間以内の入手割合をさらに上昇させ、海難情報の早期

入手に努める必要がある。 

・漁船からの海中転落者のライフジャケット着用率は３２％と平成２０年に比べ上昇したが、船舶からの海中転落

のライフジャケット着用率４５％と比較しても極めて低い状況にあり、また、過去５年の死亡率はライフジャケ

ット着用者が１６％、非着用者が５５％であり、非着用者の死亡率は着用者の約3倍以上と高く、ライフジャケ

ットを着用するか否かは海中転落した場合に生死を分ける大きな要因になると言える。 

以上のことから、漁業従事者のライフジャケット着用率を向上させる必要から、漁業従事者を対象として、より

一層の自己救命策確保の指導・啓発の推進が必要であり、水産関係機関・団体等を実施主体として、当事者であ

る漁業従事者及び関係者による自発的なライフジャケット着用推進の働きかけ等を重点的に取り組む必要があ

る。 

・海難の約９割が沿岸２０海里以内において発生していることから、引き続きヘリコプターと機動救難士等が連携

した 迅速な海難現場への進出、吊り上げ救助及び救急救命処置を講じながらの搬送が行える体制の拡充等によ

り、沿岸部における救助・救急体制の更なる強化を図る必要がある。 

・海事関係機関、水難関係機関等と協力し、海中転落防止に関する予防的取組みの強化・充実を図る必要がある。

  

平成２２年度以降における新規の取組と見直し事項 

「巡視船の整備に関する経費」については、行政事業レビュー（公開プロセス）において、「一部改善」ととりまと

められたところ。 

（平成２２年度） 

第９次交通安全基本計画の策定にあわせ、関係部署との連携をより強化し、海上交通安全対策の更なる促進に向け

た取組みを検討する。 

（平成２３年度以降） 

なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：海上保安庁警備救難部救難課（課長 大久保 安広） 

関係課：海上保安庁警備救難部管理課（課長 鈴木  洋 ） 

海事局安全基準課     （課長 久保田 秀夫） 

    海事局海技課       （課長 尾形 強嗣 ） 
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業績指標１１７ 

ふくそう海域における航路を閉塞するような大規模海難の発生数 

 

評 価 

 目標値：０件（毎年度） 

Ｂ－１ 実績値：１件（平成２１年度） 

 初期値：０件（平成１４年度） 

 

 

（指標の定義） 

ふくそう海域（注）において、一般船舶（全長５０ｍ以上）が通常航行する航路を閉塞又は閉塞するおそれがある

海難であって、我が国の社会経済活動に甚大な影響を及ぼす海難の発生数 
（注）：ふくそう海域：東京湾、伊勢湾、瀬戸内海及び関門港（海上交通安全法又は港則法の適用海域に限る。） 

（目標設定の考え方・根拠） 

過去の実績として、平成９年に東京湾でダイヤモンドグレース号の事故が発生して以来ふくそう海域における大規

模海難は発生しておらず、毎年度発生数０件を目標とする。 

（外部要因） 

・マリンレジャーの進展等による海域利用の複雑化 

・沿岸部の埋立等大規模プロジェクトの進展による可航水域の減少、航行形態の変化 

（他の関係主体） 

なし 

（重要政策） 

【施政方針】 

 なし 

【閣議決定】 

 なし 

【閣決（重点）】 

 社会資本整備重点計画（平成２１年３月３１日）「第２章及び第５章に記載あり」 

【その他】 

 なし 

 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 

０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 １件 

 

ふくそう海域における航路を閉塞するような大規模海難の発生数

0
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（件）
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事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

① 航路標識の高度化等の整備等（◎） 

 予算額：航路標識整備事業費の一部７．８億円（平成２１年度） 

・ふくそう海域における視認性、識別性及び誘目性に優れた高機能航路標識等の整備を行う。 

・ＡＩＳ（船舶自動識別装置）を活用した航行支援システムの整備を行う。 

・新たな情報技術を活用した航行管制・情報提供システムの充実強化を行う。 

・沿岸域情報提供システム（ＭＩＣＳ）の的確な運用を行う。 

② 海上交通法令の励行等 

・巡視船艇による航法指導等を実施する。 

③ 海上交通センター等の的確な運用 

・海上交通センター等において的確な航行管制・情報提供を継続して実施する。 

④ 安全対策の強化 

・近年における海難の発生状況、海上交通に係る環境の変化等を踏まえ、船舶交通の安全性及び効率性の向上を

図るため、港則法及び海上交通安全法の一部を改正する。 

⑤ 主要国際幹線航路の整備及び保全（◎） 

予算額：港湾整備事業費 ９９億円(平成２１年度) 

・浅瀬等の存在により船舶航行に支障のある国際幹線航路について、所定の幅員及び水深を確保するための浚渫

等を行い、ボトルネックを解消する。 

⑥ 海難審判の実施 

・海難審判所及び地方海難審判所等において、海難審判を的確に実施し、海難を発生させた海技従事者に対する

懲戒を行う。 
（注）◎を付した施策項目は、社会資本整備重点計画にその概要が定められた社会資本整備事業に係る施策に関するものである。 

 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

 平成２１年１０月に関門航路内において、護衛艦「くらま」と外国貨物船「ＣＡＲＩＮＡ ＳＴＡＲ」が衝突炎

上するという社会的に大きな反響を与えることとなった大規模海難が発生したため、平成２１年度においては、目

標は達成できなかった。 

（事務事業の実施状況） 

① 航路標識の高度化等の整備等 

・ふくそう海域において視認性、識別性及び誘目性に優れた高機能航路標識等３基を整備した。 

・平成２１年７月から四日市及び若松海上保安部において、ＡＩＳを活用した航行支援システムの運用を開始し

た。 

・運用管制支援システムである訓練用運用卓の整備を関門海峡海上交通センターにおいて実施し、港内管制シス

テムの高度化整備を横浜、東京及び千葉海上保安部において実施した。 

・沿岸域情報提供システムを運用し、情報提供を的確に実施した。 

② 海上交通法令の励行等 

・巡視船艇による航法指導等を実施した。 

③ 海上交通センター等の的確な運用 

・海上交通センター等において的確な航行管制・情報提供を継続して実施した。 

④ 安全対策の強化 

・港則法及び海上交通安全法の一部を改正し、海域特性に応じた新たな航法や船舶の危険防止のための措置等に

ついて定めた。 

⑤ 主要国際幹線航路の整備及び保全 

・平成２１年度においては、関門航路において整備・保全が行われた。 

⑥ 海難審判の実施 

・海難審判所及び地方海難審判所等において、海難審判を的確に実施し、海難を発生させた海技従事者に対する

懲戒を行った。 
 

課題の特定と今後の取組の方向性 

平成２１年度においては、大規模海難が１件発生し目標は達成できなかったことから、「Ｂ」と評価した。一方

で、改正した港則法及び海上交通安全法に基づき、船舶交通の安全性の向上を図る施策を実施することから、「１」

と位置付けることとした。 

我が国の経済活動を支える船舶の海難を未然に防ぎ、人命、財産、環境を保護し、国民が安心して生活できる環

境を確保していくことは普遍的な社会ニーズである。 

特に船舶交通が集中するふくそう海域においては、社会経済活動に甚大な影響を及ぼす海難が発生する蓋然性が

高い。 

したがって、通航船舶の実態や海難の発生状況を調査・分析し、その結果を踏まえながら各施策を計画的に推進

していくとともに、海上交通法令の励行、海上交通センターの的確な運用を中心に当該施策を継続して実施し、ふ
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くそう海域における航路を閉塞するような大規模海難の発生数０を目指す。 

 

平成２２年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２２年度） 

・港則法及び海上交通安全法による措置等の的確な運用 

（平成２３年度以降） 

なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：海上保安庁交通部企画課  （課長 岩 﨑 俊 一） 

関係課：港湾局計画課       （課長 高 橋 浩 二） 

    海上保安庁交通部安全課  （課長 川 﨑 勝 幸） 

計画運用課（課長 加賀谷 尚之） 

整備課  （課長 髙 橋 敏 男） 

    海難審判所総務課     （課長 宇田川 英寿） 
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